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各府省等の施設保全をご担当の皆様には、平成 28 年度の保全実態調査にご協力いただき、誠

にありがとうございました。保全実態調査は、国家機関の建築物等の保全の実態と問題点を把

握し適正な保全を実施することを目的とした調査で、官公法に基づき、すべての国家機関の建

築物等に対して実施しています。このたびは、東北地方整備局管内の保全実態調査の結果につ

いて報告します。 

 

東北地方整備局管内では、調査対象施設 1,390 施設中、

1,370 施設から回答いただきました。調査実施施設の内訳は、

庁舎（合同庁舎等及び一般事務庁舎）が約 55％、その他（教

育研修施設、矯正施設、自衛隊等）が約 12％、宿舎が約 33％

となっています。（表－１参照） 

施設数は、廃止・取り壊し等により昨年度より 73 施設の減になっています。 

 

各施設の主要な建築物を経年別に分類すると、庁舎の 57％、その他の 54％、宿舎の 46％が

建築後 30 年を経過しています。（図－１参照） 

建築後 30 年前後には大規模修繕や設備機器の更新等が必要となり、施設の運用・管理に要す

る費用が増大するため、中長期保全計画に基づく、より計画的な対応が必要となります。 

 

図－１ 経年別施設数 

 

保全実態調査の調査項目は、大きく分けて「①保全体制及び計画」、「②法令点検の実施状

況」、「③施設の維持管理状況」となっています。このうち東北地方整備局が特に重点的な保

全指導に取り組んでいるのが「①保全体制及び計画」についてです。 

「①保全体制及び計画」は次の５つの項目で評価します。はじめに、保全の体制として「施

設保全責任者」の設置について評価します。次に計画になりますが、これは計画及び記録のこ

とを指しており、「中長期保全計画書作成」、「年度保全計画作成」、「点検及び確認結果の

記録」、「修繕履歴の作成」について評価します。なお計画及び記録については「国土交通省

インフラ長寿命化計画(行動計画)(平成 26 年 5 月 21 日)」においては「保全台帳」と記載して

います。それでは５つの項目をそれぞれ説明します。 

保全ニュースとうほく 

平成２８年度 保全実態調査の結果（東北版）について 

１０年未満

72施設
10% １０年以上

２０年未満

127施設

17%

２０年以上

３０年未満

123施設

16%

３０年以上

４０年未満

156施設

21%

４０年以上

270施設
36%

庁舎

748施設

１０年未満

21施設
13%

１０年以上

２０年未満

28施設

17%

２０年以上

３０年未満

27施設

16%

３０年以上

４０年未満

42施設

26%

４０年以上

46施設
28%

その他

164施設

１０年未満

29施設
6%

１０年以上

２０年未満

111施設

24%

２０年以上

３０年未満

108施設

24%

３０年以上

４０年未満

104施設

23%

４０年以上

106施設
23%

宿舎

458施設

表－１　調査実施施設数（用途別）

庁舎 748  施設 ( 54.6% )

その他 164  施設 ( 12.0% )

宿舎 458  施設 ( 33.4% )

計 1,370  施設 ( 100.0% )
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■（１）施設保全責任者を定めている施設の割合 

 施設保全責任者の任命状況は増加傾向にあります

が、平成 28 年度調査でも調査回答 1,370 施設のうち

60 施設（4.4％）で施設保全責任者が定められていま

せんでした。 

 各省各庁の長には「国家機関の建築物等の保全に関

する基準の実施に係る要領」において、施設保全責任

者を定めること(100%)が求められていますので、定め

ていない施設は平成 28 年度内に定め、平成 29 年度に

実施予定の保全実態調査ではすべての施設で施設保全

責任者を定めた旨を回答願います。 

 

■（２）保全計画の作成（中長期保全計画、年度保全計画） 

 保全計画には、「中長期保全計画」と「年度保全計

画」の２つがあります。 

 中長期保全計画については、「作成している」が H27

調査 329 施設（22.8％）から H28 調査 890 施設（65.0％）

と大幅に改善しました。「一部作成している」が 282

施設(20.5％)でした。一方「作成していない」が 198

施設(14.5%)で、計画作成の目標 100%まではもう少し

の状況になっています。 

 年度保全計画については、「作成している」が H27

調査424施設(29.4％) からH28調査932施設（68.0％）

と大幅に改善しました。「一部作成している」が 269

施設(19.6％)でした。一方「作成していない」が 169 施設(12.4%)でした。 

適切な保全を効果的に実施していただくために、すべての施設において保全計画が作成され

ることを目指していますが、中長期・年度保全計画ともに作成状況がもう少しの状況です。 

官庁施設情報管理システム(BIMMS-N)の調査関連資料のマニュアルに「官庁施設情報管理シス

テム(BIMMS-N)を活用した個別施設計画策定・運用マニ

ュアル」も掲載していますので、各保全計画が未作成

または一部作成の場合には、速やかな取り組みをお願

いします。 

 

■（３）点検及び確認結果の記録 

点検及び確認結果の記録については、「作成してい

ない」が、「庁舎等※１」が H27 調査 730 施設から H28

調査 60 施設（6.5％）、「宿舎」が H27 調査 623 施設

から H28 調査 57 施設（12.5％）と大幅に改善しました。

しかし、「点検及び確認結果の記録」の目標は 100%と

なっておりますので、作成を行っていない施設につい

(N= 1,370 施設) 

(912 施設) (458 施設) 

(1,443 施設) (1,370 施設) 
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ては速やかな取り組みをお願いします。 

もし施設で事故が発生した場合には、施設管理者に法的責任が求められ、必要な点検を行っ

ておらずに第三者に怪我をさせた場合などには、更に重い責任に問われることも想定されます。

必要な点検及び確認を漏れなく確実に実施していただき、必ず記録を残すようにしてください。 

※１：庁舎等とは、「宿舎」を除いた「庁舎(合同庁舎等、庁舎)」と「その他(教育施設、矯正施設、自衛隊等)」を

合わせた施設を示します。 

 

■（４）修繕履歴の作成 

修繕履歴の作成については、「作成していない」

が、「庁舎等※１」が H27 調査 380 施設から H28 調査

58 施設（6.4％）、「宿舎」が H27 調査 171 施設か

ら H28 調査 58 施設（12.7％）と大幅に改善しました。

しかし、「修繕履歴の作成」の目標は 100%となって

おりますので、作成を行っていない施設については

速やかな取り組みをお願いします。 

より適切な保全を計画的に行うために、修繕履歴

を確実に作成するようにしてください。 

なお、「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動

計画）（平成 26 年 5 月 21 日）」において、個別施

設計画の策定・推進として、点検及び確認結果の記

録並びに修繕履歴で構成する保全台帳を、すべての施設で作成されることを目指しています。 

官庁施設情報管理システム(BIMMS-N)の調査関連資料のマニュアルに「官庁施設情報管理シス

テム（BIMMS-N）入力マニュアル(修繕履歴情報管理編)」も掲載していますので、修繕履歴が未

作成または一部作成の場合には、速やかな取り組みをお願いします。 

 

■（５）保全実態調査における総評点について 

保全実態調査では、保全状況に係る調査結果を

100 点満点で評価し、それらの値から、項目別の

評点及びそれらの平均値による総評点を算出して

います。（宿舎については、一部の調査項目が対

象外のため、総評点は庁舎等のみの算出で比較し

ています。） 

庁舎等における総評点 80 点以上の「良好」に分

類される施設の割合は、大幅に増加したものの６

割強に留まっており、目標である「総評点 80 点以

上の施設が 80%以上」より下回っています。 

「要努力」や「要改善」の施設については、そ

の言葉どおり改善等が必要となりますが、「概ね

良好」の施設も含めすべての施設が「良好」に分

類されるよう、より一層の適正な保全の推進に取り組みいただきますようお願いします。 

(912 施設) (458 施設) 

(921 施設) (912 施設) 
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東北地方整備局では官公庁施設の建設等に関する法律 第 13 条に基づいた取り組みとして、

保全実態調査において保全の状況が良好でないと判断される建築物等について、営繕部保全指

導・監督室又は盛岡営繕事務所の職員が実際に現地に赴き、保全の実施状況が適切かを確認しな

がら技術的な指導や助言を行う「保全実地指導」、また営繕工事の企画・立案に必要な基礎資料

を作成するため、営繕職員が現地に赴いて行う「官庁建物実態調査」を行っています。 

今年度第３四半期までに実施しました「保全実地指導」及び「官庁建物実態調査」並びに「設

計業務での現地調査」で、保全に関する指導や助言等を行った事例の中から主なものを紹介しま

す。各施設の保全の参考としてご覧下さい。 

 

１．建築に関する事例 

 ■屋上排水口（ルーフドレイン）の詰まり、屋上の雑草の繁茂 

  【事例】 

屋上やベランダのルーフドレイン(排水口)は鋳物のお椀（ストレーナー）で大きなゴ

ミの進入を防ぎ、雨水だけを流すように作られています。しかしこのルーフドレイン周

りに堆積した泥やゴミなどによって雨水排水機能が阻害されていました。 

屋上に堆積した泥や防水押さえコンクリートの目地に雑草が生え、成長が進んでいま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【障害】 

屋上排水口がふさがれることにより屋上に雨水が滞留し、溜まった水位が防水層の立

上げ高さを越えたり、水圧が高まることによって劣化して弱った部分の防水層を貫通し

て水が屋内に侵入し雨漏りの発生にいたる恐れがあります。 

雑草の繁茂は、屋上の排水機能を阻害すると共に防水層へ根が進入することにより防

水層が損傷し、雨漏りの原因にもなります。 

保全ニュースとうほく 

平成 28 年度 「保全実地指導」及び「官庁建物実態調査」等における 

保全指導事例の紹介 

泥が詰まった排水口 屋上で成長した雑草 
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【指導】 

 排水口周りの泥やゴミ、繁殖した植物を取り除くとともに、併せて屋上全体を点検し

ゴミ等があれば掃除を行って下さい。以降は定期的に点検し清掃を行って下さい。 

 防水押さえコンクリートの目地に生えた雑草は、根が防水層へ達している場合があり、

安易に引抜くと防水層を損傷する恐れがあるため、露出部分は刈り取り、根は除草剤で

処理するなどの対応を行って下さい。 

  

 ■建物外装（タイル等）の劣化 

  【事例】 

    外壁の仕上げタイルや外壁仕上げ材に浮き等の劣化や目地シーリングの破断が生じた

まま放置されていました。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障害】 

室内への雨漏りが発生する恐れがあるほか、タイル等のはく落により人身事故が発生す

る恐れがあります。 

 【指導】 

劣化が進行しないうちに補修を実施するほか、状況によりはく落する恐れがある範囲に

ついて、立入禁止措置を講じるなど、安全対策の応急処置を行って下さい。 

 

 ■物品等の不適切な配置 

 【事例】 

物品、什器、書類等が避難通路（廊下、避難口）、電気室、機械室等に置かれていまし

た。 

 

 

 

 

避難はしご 

外装材の浮き 

外壁タイル仕上げ劣化状況 

シーリングの破断 

避難通路(廊下)状況 室内避難口状況 

外壁仕上げ材劣化状況 
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【障害】 

  非常時の避難経路に障害物を置くことは安全上重大な支障となります。また電気室・機械 

室に物品、書類等を置くことは設備機器の点検の妨げになると共に可燃物を置くことは火災

発生の原因にもなります。 

【指導】 

  不要物品の処分や倉庫等の保管場所を確保し移動を行う等の措置のほか、再発防止のため 

の啓発と点検を継続して実施して下さい。 

 

■家具・什器類の転倒防止対策の未実施 

【事例】 

  事務室内に設置された収納棚、書架など背の高い家具・什器類の転倒防止対策が未実施 

 でした。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障害】 

  地震発生時に収納棚、書架などが転倒、移動する事により、避難の妨げになるだけでなく、

下敷きとなったり挟まれたりする人身事故などの危険があります。 

【指導】 

  設置物の形状やその重量に応じた方法で建物に固定して下さい。固定は十分な強度を持っ 

た躯体（コンクリートブロックは除く）や金属下地材などに実施して下さい。OA フロアのパ

ネルや、天井・壁のボードは固定強度が期待できませんので、注意が必要です。 

機械室に置かれた書類 電気室に置かれた物品 

上部置棚が固定されていない 書架が固定されていない 



 

 
営繕とうほく 12 

２．電気・機械設備に関する事例 

■不適切な省エネ対策の実施 

【事例】 

  省エネのため非常用照明器具の蛍光管が間引 

きされていました。 

【障害】 

  停電時に避難経路等の照度確保ができず、安全 

上重大な支障が生じます。また停電時の業務継続  

にも支障が生じます。 

【指導】 

  非常用照明器具や自家発電設備が設けられている場合は、非常用照明器具の配置や、停 

電時に自家発電設備から電気が供給される照明器具の配置を日頃から把握しておき、いつ

でも点灯できる状態に保って下さい。 

  省エネのための蛍光管間引きを行う場合は、照度測定を実施し、業務に支障の無い事を 

確認して下さい。また照明器具によっては蛍光管を間引くことにより安定器の加熱や配 

線・ブレーカー容量などがオーバーすることもあるので、専門業者と相談して下さい。 

 

■外部開閉器箱の損傷 

【事例】 

  屋外の開閉器箱が腐食しており、穴が開いていま  

した。 

【障害】 

  雨水進入による漏電及び感電により、機器の作動 

に障害を発生する可能性があります。 

【指導】 

  早急に開閉器箱を交換するほか、ほかの器具についても確認を行い、劣化（錆）が進行し 

ないうちに補修（塗装塗りかえ等）を実施して下さい。 

 

■空気調和機 エアフィルター清掃の未実施 

【事例】 

  ユニット形空気調和機内部のエアフ

ィルターが、完全に目詰まりした状態で

した。 

【障害】 

  空気中のゴミ、ホコリなどが除去され

ないばかりでなく、目詰まりすることに

より所用換気量が確保できず、清浄な空

気環境確保の支障となります。 

【指導】 

  早急にエアフィルターの交換若しくは清掃を実施して下さい。また常時正常な状態を保

つように、定期点検を実施して下さい。 

蛍光管が間引かれた非常用照明器具 

腐食(錆)により底が損傷 

空気調和器 内部状況 
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■内部排水管の詰まり 

【事例】 

  空調機械室の排水管の詰まりにより、

排水が溜り、接続するドレイン管の腐食

の発生、更に排水が間接排水口を越え機

械室内に漏水していました。 

【障害】 

  排水管の腐食が進行する事により、躯

体埋設部分の破損及び詰まりによる下

層階への漏水の原因となるほか、室内へ

の漏水により他の設備機器の腐食の発

生原因となります。 

【指導】 

  排水管の通水を確保するほか、腐食したドレイン管については、交換若しくは補修を行 

ってください。 

  電気室、機械室等の設備機器室においては日常的に点検し、漏水等が発見された場合は 

原因を特定し、補修を行なって下さい。 

 

■設備機器からの漏水 

【事例】 

  機械室に設置されているポンプ類について、腐食(錆)が進行していました。 

 

【障害】 

  腐食の進行による機器の動作不良の発生、漏水範囲の拡大により他の設備機器の腐食の 

発生原因となります。 

【指導】 

  パッキンの劣化による水漏れと思われるが、専門業者に点検を依頼し、漏水の原因調査 

を実施した上で修繕を行って下さい。 

 

３．保全実態調査の調査内容に関する事例 

① 保全の体制、計画及び記録等 

・年度保全計画書の内容が不十分な施設がありました。維持管理(保守や清掃など)や定期

間接排水口 腐食状況 

ポンプ腐食状況 ポンプ腐食状況 
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点検は各業務委託で実施されている場合が多いので年度計画としてとりまとめ、整理す

ることが必要です。 

  ・中長期保全計画書の内容が不十分な施設がありました。修繕時期や修繕予算を把握する

上で重要な計画書であるため整理することが必要です。 

・点検及び確認結果の記録が不十分な施設がありました。予算要求や修繕計画に必要です

ので、整理することが必要です。 

・事故・故障等の日常業務の記録が不十分な作成されていない施設がありました。予算要

求の検討にも記録が必要になりますので、整理することが必要です。 

② 点検等の実施状況 

（建築・設備機器） 

  ・建築仕上げの内、外壁タイル仕上げの全面打診点検（１０年を超える毎）が不十分な施

設がありました。 

（衛生・環境） 

  ・ねずみ等の生息調査と調査結果に基づいた措置（６月以内毎に１回、排水槽等の発生し

やすい場所は２月以内毎に１回）が不十分な施設がありました。 

   規模に関係なく人事院規則（事務所衛生基準規則）で定められていますので、ねずみ、

昆虫等の生息調査を 6 ヶ月以内毎に 1 回実施し、必要な場合は発生防止等の実施を行っ

てください。 

③ 施設の状況 

  ・事例参照 

④ 維持管理 

  ・特に問題となる事例はありませんでした。 

 

お知らせ 

東北地方整備局では、公共建築に関する技術的な相談を幅広く受け付けるため「公共建築相

談窓口」を設置しております。保全に関する相談事項がございましたら、下記の相談窓口まで

お気軽にご相談ください。 

 【相談窓口】 東北地方整備局 

   営繕部 保全指導・監督室  担当者 室長補佐 

              TEL 022-225-2171 （内線 5513）  FAX 022-268-7833 

   盛岡営繕事務所            担当者 保全指導・監督官室長 

        TEL 019-651-2015               FAX 019-605-8115 
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